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住家の耐風性能 を考慮 した強風被害率推定の試み
一市町村の構造種別分布特性の利用一

         Estimation of Residential Damage Rate 

due to Strong Wind Considering Wind-resistant Performance 

—Using Distribution of Building Structure in Municipalities—

友 清 衣 利 子*,丸 山 敬**,前 田潤 滋*

Eriko TOMOKIYO, Takashi MARUYAMA and Junji MAEDA

It is known that the wind damage spreading of residential houses is more strongly affected by gust speeds 
rather than maximum wind speeds. Furthermore, the age and the structure of buildings influence outbreaks 

of wind damage. The authors proposed the method to estimate residential damage rate associated with 
typhoon by considering wind-resistant performance of houses and strong winds. The residential damage 

rate has been better estimated using modified wind speeds associated with building structure distributions 
in municipalities. Residential damage rate due to strong winds might be able to estimate better considering 

performances of houses such as roof form, exterior material and maintenance. Considerable affecters to 
estimate residential damage rate more correctly should be established.

Keywords: Wind hazard, Residential damage rate, Strong wind, Wind-resistant performance, 

                           Building Structure

強風災害,住 家被害率,強 風,耐 風性能,構 造種別

1.は じめに

我が国で広域 に及ぶ強風被害 としては主に台風によ

るものが多いが,急 速に発達する低気圧にともなう暴風

雪での災害も少なくない1)・2).このような強風災害は広域

かつ長期間に及び人的にも物理的にも様々な影響を及ぼ

すため,大 きな社会的経済的損失を与える.台 風などに

よる強風被害を予測し,被 害低減対策を行うためには被

害実態の把握 とその発生要因の特定が重要である.

いくつかの報告によって3)'5),風速がある閾値を超え

ると住家被害が増大し,最 大風速に比べて最大瞬間風速

がその被害拡大に強い影響を及ぼす ことが知 られている.
一方で

,建 物の屋根形状や築年数,構 造材料,建 築構法

などの構造物の特性もまた強風被害の拡大に影響を及ぼ

すことがこれまでにも指摘されている6)'8).しかしなが

ら,被 害が広域に及ぶ強風では系統だった被害調査が困

難であるなどの理由から,構 造物特性の影響を定量的に

検討した例は少ない.著 者らは文献9)-11)に て,住 宅 ・

土地統計調査に基づく市町村別の建築物の築年数および

構造種別の分布を指標化することによって,そ れぞれの

分布特性と住家被害率との関係を調べ,そ れ らの影響を

定量的に評価する新たな手法を提案 した.そ こでは,同

手法を用いて本来数値化 しづらい構造種別や築年数の分
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布特性が強風被害拡大に与える影響を定量的に示す手順

を提示することに重点を置いて,風 速と構造種別や築年

数の地域分布特性を個々に検討 したため,そ れらの影響

因子が相互に関連しながら強風被害に与える影響を評価

するには至っていない.

本論では2004年9月7日 に長崎県に上陸した台風18

号(以 降,台 風0418号)に よる九州地方での住家被害に

着 目し,構 造種別の地域分布特性を住家の耐風性能を表

す指標とすることで,住 家の耐風性能と風速とをあわせ

た検討を行い,住 家被害率の推定確度を向上させる手法

を提案する.ま た,各 市町村に被害を及ぼした地域の代

表風速としてNeWMeK(九 州電力(株)広 域高密度風観

測システム)12)・13)の観測風速を用いる従来の手法に加え

て,気 象モデルによる数値計算風速14)を用いて住家被害

率を新たに算定し,両 者の特性差を比較検討する.

2.台風0418号 による風速記録と住家被害率

上陸時の公称勢力が中心気圧945hPa,最 大風速40m/s

であった台風0418号 は2004年9月7日 に長崎県長崎市

付近に上陸し,福 岡県南部と熊本県北部を中心に住家被

害をもたらした15)・16).図1に台風0418号 による九州内

各市町村別の住家被害率分布17)を台風経路と合わせて示

す.大 分県での住家被害は24戸 と軽微で,市 町村別の

被害戸数が公開されていないために大分県全体での被



害率を示した.一 般に被害率はある区域の総戸数に対す

る一部損壊以上の被害が発生した住家の戸数の割合で

定義する5)が,住 家の総戸数は入手が困難なため,こ こ

では総世帯数18)を代わ りに使用している.図 中,住 家被

害率の大きさを色の濃淡で区分けし,台 風経路は黒線で

示す.こ の時のNeWMeKで の日最大瞬問風速分布を図2

に示す.こ こでの風速はべき乗則を用いて基準高度10m

で高度補正を行った.用 いたべき指数は1/11で ある.図

1に 示す住家被害率に対応した風速分布を示 し,台 風経

路の東側で風速が大きい.

図1台 風0418号 による住家被害率分布図

図2台 風0418号 時 の日最大瞬間風速分布

(NeWMeK)

3.住家被害に影響を及ぼす地域代表風速の決定

3,1気 象モデルを用いた数値計算による市町村代表値

本論ではNeWMeKの 観測値に加えて,メ ソスケール

気象モデルを用いて推定した台風0418号 時の風速場か

ら住家被害率に影響を及ぼす風速値を抽出し,地 域の風

速を代表する市町村代表風速の一つとする.天 気予報や

地球温暖化などの気候予測を行うためにいくつかのメソ

スケール気象モデル19)'21)が提案されているが,我 が国で

は,現 業予報 ・研究の双方に資するための多目的非静力

学モデルMRI/NPD.NHMが 気象研究所予報研究部と気

象庁数値予報課で共同開発されている.以 下では,気 象

庁で地球シミュレータ用に高速化 ・最適化された高解像

度領域気候非静力学モデルNHMを 用いて,台 風0418号

の九州通過時の気象場を計算した.日 本域と東アジアを

含む範囲に水平分解能5㎞ の計算領域(721×577×50

層)を 設定し,2004年9月6日21時 の気象庁による領

域客観解析データRANAL(水 平分解能20キ ロ)の 結果

を初期値 とし,境 界値 として気象庁の数値予報モデル

RSM(領 域モデル)による予報値(水平分解能20キ ロ)を

用いて気象場の計算をおこなった.さ らに,図3に 示す

九州を覆う範囲で水平分解能1㎞ の計算領域(600×600

×50層)を 設定し,上 述の5㎞ 一NHMの 計算結果を用い

て,2004年9月7日0時 を初期値時刻として15時 間分

の気象場の計算を行った.計 算で求めた台風経路および

風速値は観測値と概ね対応することが確認されている14).

上述のように,あ る地域での住家被害率の拡大に影響

を及ぼす代表風速 として,市 町村庁舎位置での数値計算

による最大風速を用いることにした.市 町村庁舎位置の

緯経度情報か ら,同位置で地上高さ10mに あたる計算領

域での時刻歴風速を抽出し,そ の最大値を市町村の代表

風速とした.計算の時間間隔は1ス テップ10秒 であるが,

得 られる風速値は実風速の10～15分 平均値と同程度値

となることが分かっている14).図4にNeWMeK観 測点

位置でのNHM気 象モデルを用いた数値計算風速の最大

値とNeWMeKで 観測された10分 間平均風速の最大値と

の関係を示す.数 値計算に基づく風速は観測による10

分間平均風速にほぼ対応 した.

図3気 象モデル(NHM)に よる数値解析領域



図4気 象モデル(NHM)に よる数値計算風速 と

NeWMeK日 最大風速 との関係

3.2風 観測記録に基づく市町村の代表値

市町村の住家被害率の増加に影響を及ぼす因子 として,

NeWMeKで の日最大風速と日最大瞬間風速を市町村の

代表風速とした検討をあわせて行う.台風0418号 が九州

に上陸した2004年9月 時点での観測点数は122で ある.

NeWMeKは 約20㎞ 四方に一つの観測点を持っが,各 市

町村内に必ず しも1つ 以上の観測点があるとは限らない

ため,市 町村庁舎と観測点の緯度経度情報からその距離

を求め,庁 舎に最も近い観測点での 日最大瞬間風速 と日

最大風速を代表風速とした.本 論では後述する住宅 ・土

地統計調査22)が行われた90市 町村を検討対象とするが,

それ らの市町村庁舎と観測点との距離の頻度分布を図5

に示す.観 測点との距離が最も遠い場合は18㎞ である

が,80%の 市町村では庁舎から12.5km以 内に観測点が存

在 していた.直 近ではない観測点の記録を使用すること

の難点はあるが,統 計処理に用いる標本数を確保するた

め,す べての標本を用いることにした.そ のため,あ る

観測点での記録が複数の市町村の代表値となる場合があ

る.そ れぞれの市町村の代表値となる最大瞬間風速値と

最大風速値はべき指数則を用いて基準高度10mに 高度

補正を行った.用 いたべき指数は最大風速で1/7,最 大

瞬間風速で1/11で ある23).

図6に 市町村の代表値としたNHMモ デルの数値計算

による最大風速とNeWMeK観 測点での日最大風速,日

最大瞬間風速との関係を示す.気 象モデルによる最大風

速はNeWMeKの 日最大瞬間風速より小さく,む しろ日

最大風速にほぼ対応しており,前 節での検討結果を裏付

けるものとなった.気 象モデルでは市町村庁舎位置での

風速を抽出しているのに対し,NeWMeKで の風速は市町

村庁舎から離れた位置で観測された値であるために図6

に示すばらつきが生じることに留意する必要があるが,

以下では気象モデルによる最大風速と観測された日最大

風速,日 最大瞬間風速を市町村の代表風速とした3ケ ー

スで住家被害率を推定する.

4.地域を代表する風速を用いた被害率の推定

図7(a),(b),(c)に 台風0418号 時の住家被害率と気象

モデル(NHMモ デル)に よる最大風速及びNeWMeKの

日最大瞬間風速,日 最大風速 との関係を両対数軸表示で

示す.ま た,後 述するが,最 小二乗近似で求めた回帰式

(1a),(lb),(1c)を 図中にあわせて黒線で記す.い ずれの

場合もある風速に対する住家被害率のばらつきは大きい

が,風速の増大にともなって住家被害率が増加している.

数値計算風速,NeWMeK観 測風速と被害率との相関係数

とその有意確率24)を表1(a)に示す.表1(b)は それぞれの

風速の対数値との相関係数と有意確率である.有 意確率

が定めた有意水準より小さければ母集団に対して相関係

数が有意であると考えられる注1)ので,こ こでは有意水準

図6住 家被害に関連する3つ の代表風速の関係

数値計算結果と観測風速の比較

表1(a)市 町村代表風速と住家被害率との相関係数

被害率

被害率

(対数)

相関係数
有意確率
相関係数
有意確率

NHM数 値計算
目大風速

0.14

19%

0.19

7%

NeWMeK

日団大瞬間風速

0.13

22%

.O;23
3%

日目大風速

0.11

31%

0.19

8%

表1(b)市 町村代表風速対数値と住家被害率との相関係数

被害率

図5市 町村庁舎と観測点の距離の頻度分布
被害率

(対数)

相関係数

有意確率
相関係数
有意確率

NHM数 値計算

最大風速

(対数)

0.17

11%

O.24

2%

NeWMeK

日最大瞬間風速

(対数)

0」4

19%

e.24

2%

日最大風速
(対数)

O.13

24%

0.20

6%



図7市 町村代表風速と住家被害率との関係

を5%に 定め,有 意確率がそれ以下 の場合 に網掛 けを し

た.表1(a)と(b)を 比較 し,住 家被害率や風速そ のものの

値 を用 いるよ り対数値 を用いた場合 に有意確率が小さ く

相 関係数が大 きいため,以 下では住家被 害率 と風速の対

数値 を用いて検討 を行 う.NeWMeKで の 日最大風速 と住

家被害率 との相関係数 は0.2で 有意確率がやや大 きく母

集 団に対 して有意であるとは言い難 いが,NeWMeKの 日

最大瞬間風速及び気象モデルに基づ く最大風速 と住家被

害率 との相関係数は共に0.24で,い ずれの風速 を市町村

の代表値 とした場合で も風速の増大 にともなって住家被

害率 は増加す る傾向を示 した.

相 関係数がすべて正で あったので,風 速 の対数値 と住

家被害率の対数値 とが線形の相関関係 を示す と仮定 し,

単回帰分析で以下 の回帰式 を求めた.

ln(」Rd)=2.948㎞(UN)-14.706(1a)

ln(Rd)=3.5341n(UG)-19.431(1b)

In(Rd)=1.9191n(UM)-12.230(1c)

ここで,Rdは 市町村の住家被害率,UNは 市町村で の代表

風速 とな るNHMモ デル による数値計算 の最大風速,UG

はNeWMeKで の 日最大瞬間風速,UMは 日最大風速であ

図8実 際の住家被害率と推定値との関係

表2実 際の被害率と推定した被害率との相関係数

相関係数被害率

有意確率

NHM

最大風速
推定被害率

0.08

48%

NeWMeK

最大瞬間風速
推定被害率

0.10

33%

最大風速
推定被害率

0.09

42%

る.図7中 にあわせて回帰式(1a),(1b),(1c)と 決定係数
24)を示す .決 定係数とは回帰式で説明できる変動の割合

を示す指標で,求 めた回帰式がどの程度実際の値に対応

しているかを示すものである.気 象モデルによる最大風

速と観測による日最大瞬間風速を説明変数としたときの

決定係数は0.06,観 測による日最大風速を説明変数とし

た場合には0.04と 小さく,求 めた回帰式では住家被害率

の変動を十分説明しているとは言えない.市 町村代表風

速を説明変数とする式(1a),(1b),(1c)で 求めた住家被害

率の推定値 と実際の住家被害率との関係を図8に,そ の

相関係数と有意確率を表2に 示す.風 速から住家被害率

を推定した場合には,い ずれの場合でも実際の被害率が

0.1%か ら1%で はほぼ推定値に一致するが,そ れよりも

大きい場合には過小評価し,逆 に小さい場合には過大評

価 した.表2よ りいずれの場合 も相関係数は0.1以 下で

有意確率は大きく,母 集団に対 して有意であると解釈で

きず,回 帰式(1a),(1b),(1c)で は実際の住家被害率に即

した値を推定できなかった.

5.住 家の耐風性能を考慮した住家被害率の推定

5.1住 家の耐風性能の影響

前節で示したように,代 表風速が同一であっても住家

被害率がばらつくために,地 域の代表風速値のみでは実

情に十分対応した住家被害率を推定することができなか

った.市 町村の被害率がばらつく要因として,住 家の耐

風性能の違いが挙げられる.す なわち,耐 風性能の低い

住家の割合が多いと同じ風速でも被害率は大きくなるの

で,住 家被害率を推定するための風速は見かけ上大きく

なる.そ こで,住 家被害の耐風性能に関連づけられた住

家被害推定のための風速を考えることとし,こ こでは「耐

風性能関連風速」と呼ぶことにする.

図7中 の回帰式が表す直線より上側に被害率が分布す

る市町村は,同 じ風速であっても下側に分布する市町村

より高い住家被害率を持っことから,耐 風性能の低い住

家の割合が多いと考えられる.そ こで,前 節で求めた回

帰式に一致するように住家の耐風性能と関連づけられた



耐風性能関連風速を求める.そ のために各市町村での住

家被害率と代表風速との関係を回帰式に近づけるような

補正係数 傷 を考えることにした.こ こで,傷 を気象モ

デルによる最大風速と観測の日最大瞬間風速,日 最大風

速に対して式(1a),(1b),(1c)か ら,

気象モデル風速(2a)

観測最大瞬間風速(2b)

観測最大風速(2c)

のように求めると,補 正係数CMは 実際の住家被害率が

回帰式の推定値より大きい場合には1よ り大きく,被 害

率が推定値より小さい場合には1よ り小さくなるので,

各市町村における耐風性能の低い住家の割合に対応 した

係数 と見なすことができる.住 家被害率と補正係数(羽

の関係を見ると,図9に 示すように住家被害率の増加と

共に補正係数も大きくなる傾向があった.ま た,気 象モ

デルによる数値計算や観測によらず補正係数(rMが1と

なる時の実際の住家被害率は約0.2%だ った.こ れは台風

0418号 による市町村の住家被害率の中央値が0.2%と な

るためで,検 討対象とする強風によって補正係数CMが1

となる被害率には違いがあると考えられる.

図9住 家被害率と補正係数との関係

5.2住 家の構造種別と耐風性能の関係

本節では住家の構造種別と耐風性能の関連を検討する.

著者 らは文献9),10),11)で 総務省統計局による住宅 ・

土地統計調査資料を基に住宅の構造種別 と築年数の市町

村の分布特性を指標化して住家被害率との関係を調べた

ところ,構 造種別の分布が住家被害の拡大に影響を与え

ることを示した.そ こで,本 論では市町村の住宅等の構

造種別に着目し,住 家の耐風性能を考慮 した風速を求め

るための補正係数として構造種別の地域分布特性を用い

ることにした.

まず,各 市町村の構造種別 ごとの住宅の割合に重み付

け係数をかけた合成得点を構造種別指標Iと し,以 下の

式で定義する.

緬=o・R吻+α21輸+α3R頑 り+a4R、(i」+D(3)
ここで,Rは ある市町村i内 の構造物全体に占める木造

構造物の割合で,1弱ωは防火木造構造物注2),R.ldは鉄骨 ・

鉄筋コンクリー ト造構造物注3),R、(i」は鉄骨造構造物注4)の

割合を示す.a1か らa4は 各構造種別構造物の割合に対す

る重み付け係数,Dは 定数である.住 宅の耐風性能を表

す補正係数C>c,Cと 構造種別に関連づけられ

た指標Iを 対応づけることができれば,各 市町村の構

造種別の分布特性を用いて耐風性能を考慮した風速値を

求め,住 家被害率の推定確度を高めることができると考

えられる.そ こで,補 正係数Cを 目的変数,各 構造種

別の構造物の割合Rw'RLfi,(i」,Rκω,凡ωを説明変数とし

て,強 制投入法とステップワイズ法お)を用いて重回帰分

析を行い,重 み付け係数alか らa4を 求めた.強 制投入法

とはすべての説明変数を用いて重回帰分析を行う手法で

あるが,ス テップワイズ法は説明変数を増減させて最適

な重回帰式を求める手法である.表3(a)と(b)に それぞれ

の説明変数の重み付け係数とその有意確率を示す.強 制

投入法を用いた場合には鉄骨 ・鉄筋コンクリー ト造構造

物の割合に対する重み付け係数は0と な り,そ の構造物

の割合は補正係数C吻 の決定に影響を与えないと言える.

鉄骨 ・鉄筋コンクリー ト造構造物以外の割合に対する重

み付け係数は0と はならなかったが,気 象モデルの最大

風速とNeWMeKの 最大瞬間風速の補正係数を目的変数

とする場合には防火木造と鉄骨造の重み付け係数の有意

確率が大きく,NeWMeKの 最大風速に対する補正係数を

目的変数にするときは防火木造以外のすべての係数の有

意確率が大きくなるので,母 集団に対して有意な説明変

数であるとは言えない.一 方,ス テップワイズ法を用い

るといずれのケースでも木造構造物の割合だけが説明変

数として採用された.そ の時の有意確率は0%で 木造構

造物の割合のみを用いて定めた補正係数Cω は母集団に

対 して有意であると解釈でき,市 町村における木造構造

表3(a)重 回帰式の重み付け係数と有意確率

(強制投入法)

木造R.a1
J'造R,.a、

SRC/RC造R,。a3

S造R、a4

切片 D

NHM数 値計算

最大風速

墨
1054

意確率
O%

強制投入法

0273

0

1179

0291

44%

23%

20%

最大瞬間風速

数
060

NeWMeK

022

036

059

意確率
0%

35%

58%

0%

最大風速

,、数

028

1.22

一〇59

059

意確率
48%

3%

70%

表3(b)重 回帰式の重み付け係数と有意確率

ステップワイズ法

10%

木 造R.a・越 Rfwa2

SRC/RC造R,。a3

S造R、a4

切片 D

NHM数 値計算

最大風速

係数
0845

0522

意確率
0%

0%

ステップワイズ法

NeWMeK

最大瞬間風速

、数

0489

0724

意確率
O%

0%

最大風速

.数

1107

0374

意確率
0%

18%



物 の割合が市町村の住家の耐風性能 を示す補正係数の決

定 に最 も影響 を与えると考え られ る.図10に 各市町村の

木造;防 火木造,鉄 骨 ・鉄筋コンクリー ト造 と鉄 骨造構

造物 の割合を示す.検 討対象 とした90市 町村の うち63

市町村で木造構造物の割合が50%を 超 えているために本

論の検討では木造構造物の割合 が補正係数 に最 も強い影

響を与えた と考 えられる.

以上の検 討結果か ら,こ こではステ ップワイズ法によ

る重 回帰式で構造種別指標 厩 りを以下のよ うに与えた.

1)=O.845R。(1)+O.522:気 象モデル風速(4の

1=0.489R.o)+0.724:観 測最大瞬間風速(4b)

1)冨1.107R 。(,)+0.374:観 測最大風速(4c)

ここで),)は 気象モデル による最大風速,

NeWMeKの 最大 瞬間風速 と最大風速 に基づ く補正係数

に対応す る構造種別指標である.図11に 求 めた構造種別

指標 と重回帰式の 目的変数 とした補正係数 の関係を示す

が,補 正係数が0か ら3.5ま で大 きくば らついているの

に対 して構造種別指標 は0か ら2ま での範囲にとどまっ

ている.表4に 示す補正係数 と構造種別指標 との相関係

数および有意確率 に着 目する と,そ の相関係数は気象モ

デルの最大風速に対して0.45,NeWMeKの 最大瞬間風速

と最大風速に対してそれぞれ0.40,0.41と なり,構 造種

別の分布特性から求めた構造種別指標だけでは市町村に

存在する住家の耐風性能を完全に指標化することはでき

なかった.特 に住家被害率が大きい場合には構造物の構

造種別だけではなく,屋 根葺き材料や施工状態などの耐

風性能に関わるその他の構造物特性や地形の影響による

局所的な風速増加で被災地域と市町村代表風速との間に

差異が生じていることなどが考えられ,構 造種別以外の

市町村の特徴が住家被害の拡大に影響を及ぼしている可

能性が高い.

次に式(4a),(4b),(4c)で 求めた構造種別指標を住家の

耐風性能を示す補正係数として市町村代表風速の対数値

に乗じて耐風性能関連風速を求める.図12(a),(b),(c)

に耐風性能関連風速と住家被害率との関係を示す.図 中

には後述する回帰式(5a),(5b),(5c)を あわせて黒線で記

す.構 造種別指標で補正した耐風性能関連風速と住家被

害率との関係は図7(a),(b),(c)の 補正前の風速との関係

に比べていずれの風速を用いた場合でも相関が高くなっ

た.表5に 耐風性能関連風速と住家被害率との相関係数

表4補 正係数と構造種別指標の相関係数

図10市 町村別の各構造種別住宅の割合 図11補 正係数と構造種別指標 との関係

(a)気 象モデル最大風速の補正値 (b)観 測最大瞬間風速の補正値 (c)観 測最大風速の補正値

図12構 造 種別指標で補正 した耐風性能関連風速と住家被害率との関係



及びその有意確率 を示すが,住 家被害率およびそ の対数

値 と耐風性能関連風速 との相 関係数の有意確率はすべて

1%以 下でその相関係数 は母集 団に対 して も有意で ある

と言える.住 家被害率の対数値 と気象モデル による最大

風速 に基づ く耐風性能 関連風 速 との相 関係 数は0。47,

NeWMeKの 最大瞬間風速 の補正値で0.45,最 大風速 の補

正値で0.43と な り,表1(a)と(b)に 示す補正前の相関係数

に比べてすべてのケースで係数が大 きくな り,市 町村 の

代表風速 を構造種別指標で補正 した耐風性能 関連風速を

用 いることでよ り実際の住家被害率に対応 した値 を推定

できる ことが分か った.

次 に耐風性 能関連風速 を用 いて住家被 害率 を推定 す

るために単回帰分析 を行ったところ下記 の式が得 られた.

ln(、Rdbり)=2.762(rMrりeln(UN(ij)-14.167(5a)

ln(Rd(ij)=3.180(rM(ijのln(UGav)-18.112(5b)

ln(RdVa)=1.731(rMra・ln(UMId)-11.650(5c)

ここで,Rd(i」は市町村iの 住家被害率,砺 ωは市町村iで

のNHM気 象モデル による最大風速,UG(i」はNeWMeKで

の 日最大瞬間風速,Umiの は 日最大風速で ある.こ れ らの

単回帰式 とその決定係数 は図12中 に示す が,そ れぞれ

0.22,0.20,0.1gで,補 正 しな い代表風速 を用 いた場合 に

比べて大 きくな り,よ り実際の住家被害 に対応 した被害

率 を推定できたと考え られ る.図13に 耐風性能関連風速

表5構 造種別指標で補正した耐風性能関連風速 と

住家被害率の相関係数

で推定 した住家被害率と実際の被害率との関係を示す.

図8に 示す補正していない代表風速を用いた住家被害率

の推定値に比べて実際の住家被害率によく対応するよう

になった.実 際の住家被害率 と構造種別指標で補正した

耐風性能関連風速を用いて推定 した住家被害率との相関

係数及び有意確率を表6に 示す.い ずれの場合でも有意

確率は1%以 下で,相 関係数は約0.3で 正の相関を示 し,

表2に 示す補正前の相関係数より大きくなった.

代表風速として気象モデルによる最大風速 と観測さ

れた最大瞬間風速,最 大風速を用いて検討を行ったが,

表5と 表6に 示すように気象モデルの最大風速を代表風

速とした場合,耐 風性能関連風速と住家被害率との相関

係数は0.47,実 際の被害率と推定された被害率との相関

係数はO.30で3ケ ースの中で最 も大きい.気 象モデルで

は台風位置や気圧場の推定精度等による計算の誤差を含

むが,周 辺構造物の影響がなく市町村庁舎位置での風速

であるため,市 町村全体の風速を最もよく代表 している

可能性が高い.一 方,観 測風速は実際の台風による記録

ではあるものの,実 際に被害を受けた地域から観測点が

離れている場合も多く,ま た観測点周辺地物の影響を受

けるために,市 町村の風速を適切に代表 していない場合

があると考えられる.し かし,住 家被害率の推定値には

用いた代表風速による若干のばらつきが見 られるが,風

速にかかわらず市町村の構造種別指標を利用して住家の

耐風性能の影響を考慮し,代 表風速値を補正すればより

実際の住宅被害率に対応する値を推定することができた.

表6実 際の住家被害率と構造種別指標で補正した

耐風性能関連風速による推定値との相関係数

図13実 際の住家被害率と構造種別で補正した

耐風性能関連風速を用いた推定値との関係

6.ま とめ

台風時に市町村に被害をもたらした風速か ら実際の

住家被害実態に合 うような被害率の推定を行 うために,

市町村の構造物種別の分布特性を利用 して住家の耐風性

能に関連づけられた代表風速を用いる手法を提案 した.

本論では,2004年 台風18号 による九州での市町村別の

住家被害率に注目し,市 町村の住家の耐風性能を評価す

るために住宅 ・土地統計調査に基づく市町村の構造種別

の分布特性を指標化 して風速を補正する係数を求めた.

市町村の構造種別指標のみでは十分に住家の耐風性能と

関連づけて市町村の代表風速を補正 した 「耐風性能関連

風速」を求められるとは言えないが,住 家の耐風性能に

関連づけられた風速を用いることで従来の相関分析によ

る手法に比べて被害実態により対応 した住家被害率の推

定確度を得ることを示した.ま た,市 町村に被害をもた

らす風速の代表値として気象モデルによる数値計算風速

と観測による最大瞬間風速,最 大風速を用いての比較検

討を行ったところ,い ずれの代表風速を用いた場合でも

構造種別指標によって住家の耐風性能の影響を考慮した

風速の補正は住家被害率の推定精度向上に効果があるこ

とが分かった.



本 論で用 いた手法で は耐風性能 関連風速 を求 めるた

めの補正係数 として,建 物 の構造種別 のうち,特 に市町

村内で の木造構造物の割合が抽出されたが,屋 根形状や

屋根葺 き材種別 などの構造種別以外の構造物の特性や周

辺地形の影響による風速の増幅率な どもまた住家 の耐風

性能や地域特性を表す補正係数 となる可能性がある.説

明変数を増やせば強風 による住家被害率 の推定確度が向

上す ることが期待 できるが,本 論で提案 した ような容易

な手法で被害率の推定確度をさ らに向上させ るためには,

どのよ うな影響因子 と手法を用 いれ ば補正係数 を適切 に

定め られるかは検 討されてお らず,今 後の課題 としたい.
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注釈

注1)標 本 数n=90の とき,求 め た ピアソ ンの積 率相 関係 数 に対

す る有 意 性 の検 定 を行 っ た.母 集 団 の相 関 係数 が0と な

る 帰 無 仮 説 を 立 て た 両 側検 定 を行 い,帰 無 仮 説 が 有 意 で

あ る確 率 を 「有 意確 率 」 と して本 文 中 に相 関 係 数 とあ わ

せ て 記 した.有 意確 率 が定 め た水 準 よ り小 さ い場 合 には

帰 無 仮 説 が 有 意 で は な い の で棄 却 で き る.つ ま り,母 集

団 の 相 関係 数 は0で な い と解 釈 で き,求 め た相 関係 数 は

母 集 団 に対 して 有 意 で あ る と言 え る.こ こで は 帰 無 仮 説

を棄 却す る判 断基 準 とな る有 意 水 準 を5%と した.

注2)住 宅 ・土地 統 計 調査 の 用 語解 説22)に よれ ば,「 防 火 木造 」

と は柱 ・は りな どの 骨 組 み が木 造 で,屋 根 や 外 壁 な ど延

焼 の お それ のあ る部 分 が モ ル タル,サ イ デ ィ ン グボ ー ド,

トタ ンな どの 防 火 性 能 を 有 す る材 料 で で きて い る もの を

さす.

注3)住 宅 ・土 地統 計 調 査 の用 語 解 説22)に よれ ば,「 鉄 骨 ・鉄 筋

コ ン ク リー ト造 」 とは 建 物 の 骨 組 みが 鉄 筋 コ ン ク リー ト

造,鉄 骨 コ ン ク リー ト造 又 は鉄 筋 ・鉄 骨 コ ン ク リー ト造

の もの を さす.

注4)住 宅 ・土 地統 計 調 査 の 用語 解 説 鋤に よれ ば,「 鉄 骨 造 」 と

は建 物 の 骨 組 み が 鉄 骨 造(柱 ・は りが鉄 骨 の もの)の も

の を さす.

(受理:平 成20年12月4日)


